
 

 
山梨県給食施設指導要綱 

（趣旨） 

第１ この要綱は、健康増進法（平成１４年法律第１０３号。以下「法」という。）の規定に基づき、

特定かつ多数の者に対して継続的に食事を供給する施設（以下「給食施設」という。）に対する指

導等について、健康増進法施行規則（平成１５年厚生労働省令第８６号）及び山梨県健康増進法

施行細則（平成１５年山梨県規則第６０号）に定めのあるもののほか、必要な事項を定めるもの

とする。 

 

（給食施設） 

第２ 給食施設とは、学校、病院、介護老人保健施設、老人福祉施設、児童福祉施設、社会福祉施

設、事業所、寄宿舎、矯正施設、自衛隊、一般給食センター、その他をいい、「特定給食施設」、

「その他の給食施設」に区分する。 

２ 「特定給食施設」とは、法第２０条第１項に規定される１回１００食以上又は１日２５０食以

上の食事を供給する施設とする。 

３ 「その他の給食施設」とは、前項に規定する特定給食施設以外の施設であって、１回２０食以

上又は１日５０食以上の食事を供給する施設とする。 

ただし、上記に該当しない施設であっても、その施設の所在地を管轄する保健所の長（以下「保

健所長」という。）が必要と認めた施設については、「その他の給食施設」と同様に取り扱うも

のとする。 

 

（給食施設の届出等） 

第３ 特定給食施設の設置者は、法第２０条及び施行細則第２条の規定により、事業の開始、変更、 

休止及び廃止の届出を行うものとする。 

２ その他の給食施設の設置者は、当該給食施設における給食の開始、変更、休止及び廃止の状況

について、その事柄が発生した日から一月以内に届出を行うものとする。（様式第８号、様式第９

号、様式第１０号） 

 

（栄養指導員の指導及び助言） 

第４ 法第１９条に規定する栄養指導員は、第２に規定する給食施設に対して、栄養管理の実施に

関し必要な指導及び助言を行うものとする。 

 

（栄養指導票の交付） 

第５ 栄養指導員が法第１８条第１項第２号及び法第２２条の規定による指導を行ったときは、栄

養指導票（様式第１号－１、様式第１号－２、様式第１号－３）を作成し、当該指導の対象とな

った施設の管理者に交付しなければならない。 

 

（給食施設台帳） 

第６ 保健所長は、法第２０条及び第３の規定による届出に基づき、給食施設台帳を備えるものと

する。 

 



 

 
 

（特別の栄養管理が必要な特定給食施設の指定の様式） 

第７ 法第２１条第１項の規定による指定は、指定通知書（様式第２号）により行うものとする。 

２ 指定した特定給食施設が指定の基準に該当しなくなったときは、指定取消通知（様式第３号）

によりその指定を取り消すものとする。 

 

（特定給食施設等栄養管理報告書） 

第８ 保健所長は、法第２１条第３項の規定による栄養管理状況を把握するため、特定給食施設の 

管理者に対し、前年度４月から３月までの間に実施した給食業務について、当該年度の５月末ま

でに特定給食施設等栄養管理報告書（様式第４号から様式第７号まで）の提出を求めることとす

る。 

２ 保健所長は、その他の給食施設に対し、その栄養管理状況を把握するため、前項の「特定給食

施設等栄養管理報告書」等の提出を求めることとする。 

３ 前二項に係わらず、教育委員会が所管する給食施設については、「特定給食施設等栄養管理報  

告書」に替え、学校給食栄養報告（週報）等（以下「週報等」という。）の提出を求めることとす

る。 

 

（教育委員会が所管する給食施設） 

第９ 教育委員会が所管する給食施設に対し、第８第３項に基づく週報等の提出を求める場合及び

法に基づく関与（法第１８条第１項第２号の規定による指導及び助言、法第２２条の規定による

指導及び助言、法第２３条の規定による勧告及び命令並びに法第２４条の規定による立入検査等）

を行う場合には、教育委員会を通じて行うものとする。 

 

（その他） 

第１０ この要綱に定めのない事項については、保健所長及び栄養指導員は健康増進課長と協議の

うえ処理するものとする。 

 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

２ 管理栄養士を配置すべき集団給食施設の指定に関する要綱（平成９年４月１日施行）及び「病

院栄養管理報告書」取扱い要領(平成１３年１０月１日施行)は、廃止する。 

３ この要綱は、平成１７年４月１日から改正施行する。 

４ この要綱は、平成２７年３月１７日から改正施行する。 

５ この要綱は、平成３０年８月２８日から改正施行する。 

６ この要綱は、令和４年３月３日から改正施行する。 

７ この要綱は、令和５年３月９日から改正施行する 


